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信用状発行銀行から見たる
荷為替信用状取扱いにおける留意点
来住哲
受益者（通常，売主や輸出者）の立場からみた荷為替信用状取扱いにおけ
る留意点1)および信用状発行依頼人（通常，買主や輸入者）の立場からみた
留意点2)については，すでにくわしく述べたので，本稿では信用状発行銀行
(Issuing Bank ; Opening Bank ; Establishing Bank)（以下，発行銀行
と呼ぶ）の立場からみた留意点について述べてみよう。
なお近年，荷為替信用状に代って，送金決済や保証状 (Letterof Guar-
antee)またはスタンドバイ信用状3) （Stand切〔Letterof) Credit)によ
1)拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(I)(II)（皿）」関西大学商学論集第34
巻第5号，第35巻第2号および第3号， 1989年12月， 1990年6月および8月刊。
2)拙稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(IV)」関西大学商学論集第36巻第4
号， 1991年10月刊。
3)スタンドバイ信用状とは，金融または債務保証のために使用される特殊なクリー
ン信用状をいい，わが国企業の在外支店や現地法人が現地で外国銀行から借入れす
る際に，わが国の為替銀行がその返済保証として発行する保証状，またはプラント
輸出などの場合に用いられる入札保証 (BidBond)および契約履行保証 (Perfor-
mance Bond)として発行される保証状などがその例であるが， 近年では荷為替信
用状にかわって商品代金の決済にも用いられるようになった。
言葉を換えて言えば，通常，船積書類の添付を条件とせず，支払人が義務を履行
しなかった場合にのみ，発行者が支払いを行う信用状をいう。 なお Wunnicke教
授によると，「StandbyCredit とは，発行者（通常，銀行）がその顧客の依頼に
より，受益者が信用状に要求されている①支払請求書および②支払人の不履行を立
証する書類を提示すれば，信用状の有効期間までであれば，受益者に対し支払いを
行うことを確約している書類をいう (BrookeWunnicke and Diane B. Wunnicke 
"Standby Letters of ~Credit," 1989, p. 10)と述べている。 なおスタンドバイ
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る決済方法が増加してきているが， 今なお輸出の40％強は信用状取引であ
り，特に東南アジアおよび旧共産圏との取引では60~70彩の割合を占めてい
る。また信用状統一規則もスタンドバイ信用状を含めて，すべての荷為替信
用状に適用されることになり，さらに今回改訂の統一規則にも同一の規定が
なされているので，この問題を採り上げることにした。
なお今回，現行の信用状統一規則 (1983年改訂） （以下，信用状統一規則と
いう）の改訂がなされ，この改訂条文が1993年4月に ICC理事会で採択さ
れ， 1993年 5月に ICCPublication No. 500として発刊され，「荷為替信
用状に関する統一規則および慣例 (1993年改訂」 (UniformCustoms and 
Practice for Documentary Credits, 1993 Revision)〔以下，新統一規則
という）として1994年 1月1日から発効されることになった。したがって新
旧統一規則を参考にしながら，この問題を論ずることにする。
1. 信用状発行にあたっての基本的留意点
信用状の発行は銀行にとっては信用状発行依頼人 (Opener; Applicant) 
（以下，発行依頼人と呼ぶ）に対する与信行為であるから，銀行は発行依頼
人の信用や能力および取引内容などを調査・検討し，信用状発行の諾否を決
定する。もちろん新規の取引先の場合には，銀行はまず発行依頼人の内容を
示す種々の書類のほか，信用状取引についての審査用書類などの提出を求め
て，その内容を検討する。
銀行が信用状の発行において最も重視すべきものは，与信の安全性が確保
信用状にも船積書類の添付が必要でないものと，船積書類を買主に直送したため，
船積書類が添付されない場合があり， 支払人の契約不履行を立証する文書の提供
を求めている Standbydocumentary Creditsがある。なお，荷為替信用状とスタ
ンドバイ信用状の相違については新堀聡著『貿易取引入門」 1992年， 311~312 
頁， 貴志幸之佑著「保証の国際化と信用状機能の発展J平成5年， 8~9頁また
Brooke Wunnicke and Diane B. Wunnicke, ibid., pp. 22-23を参照されたい。
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されているかどうかである％具体的には， ①発行依頼人（通常， 輸入者）
の信用状態は安全か，すなわち発行依頼人または連帯保証人の債務弁済能力
に懸念がないか，③万ー，発行依頼人または連帯保証人が債務弁済不能にな
るようなことが起こっても，輸入担保荷物やその他の差入れ担保を処分する
ことによって，また保険金を受領することによって，諸費用等を含めて債権
が保全・確保されるか，⑧当該信用状条件が妥当で，実行可能であり，かつ
債権保全上も支障がないか，さらに，④当該信用状の発行や条件が外為法上
適法であり，また輸出国の為替管理やその他の法令上も問題がないこと5)な
どである。
さて信用状取引における与信上の安全性に問題がなければ，銀行は取引の
開始を認める。その際，必要に応じて信用力のある第三者の連帯保証や物的
担保の差入れ，または信用状発行保証金 (MarginMoney)の積立てを求め
る。
通常，銀行は銀行所定の銀行取引約定書，信用状取引約定書，輸入担保荷
物保管に関する約定書，署名印鑑届および登記簿謄本（法人の場合）の提出
を求める。取引約定書は与信取引に関する約定書であり，また信用状取引約
定書は信用状の発行，発行依頼人の決済義務，発行依頼人の補償義務，発行
銀行の免責条項，貨物，関係手形および船積書類に対する担保権など，信用
状の発行に関する一般的事項を取り決めた包括的かつ網羅的な念書で，発行
銀行が信用状の発行による危険から免れるために発行依頼人に要求するもの
である。さらに輸入担保荷物保管に関する約定書は輸入荷為替取引における
付属書類および／または付属貨物に関する取扱い，費用および損害負担，担
保処分などを取り決めた包括的約定書である。
さて輸入者が信用状の発行の必要が生じたとき，包括的に一定限度まで信
用状の発行を認められている輸入者は別として，輸入者は信用状取引約定書
に基づいて， そのつど信用状発行依頼書 (Applicationfor Commercial 
4)岡田弘道著「外国為替取引百科」昭和59年， 521頁。
5)同上。
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Letter of Credit6))および必要に応じて輸入承認証，国内売買契約書，輸
入契約書または注文書，予定保険証券またはカバー・ノート，国内の売先お
よび海外の輸出者の信用調書などを取引銀行に差し出して，信用状の発行を
求める。
信用状の発行依頼を受けた銀行は発行依頼人の信用状態，輸入貨物とその
売先，ユーザンスの利用の有無，発行依頼書の記載事項が正確であり，また
もしあるなら，輸入承認証の記載事項と矛盾していないかどうかなどを審査
・点検し，妥当とみなすと，発行依頼書に基づいて信用状を発行する。その
際，発行銀行は次の点に注意すべきである。
発行銀行は，上述のように発行依頼人の依頼と指図に基づいて信用状を作
成•発行し， また必要に応じて信用状の条件変更なども行うものであるか
ら，発行依頼人の指図は完全かつ正確でなければならない。具体的に言えば
発行依頼人は発行依頼書を完全かつ正確に作成しなければならないのであ
る。したがって発行銀行もこの指図を守り，完全かつ正確な信用状を発行し
なければならない。信用状統一規則も， 「信用状発行のための指図， 信用状
それ自体，信用状の条件変更のための指図および条件変更それ自体は，完全
かつ正確でなければならないn」と規定し， 発行依頼人に指図の完全正確化
を義務づけるとともに，発行銀行に信用状発行の完全正確化を義務づけてい
る。たとえば特殊な用語や不適当な用語を使用したり，また不明確な文言や
曖昧な文言を信用状に記載してはならない。この点については，新統一規則
第 5条においても同様の規定がなされている。また発行依頼人は信用状取引
が書類取引であることから生ずるかもしれない不利益を避けようとして，き
わめて詳細な条項を発行依頼書に記入してくることがあるが，あまりにも詳
6)従来，銀行の内部の審査資料として和文の信用状発行依頼書と信用状の原本の基
になる英文の商業信用状発行依頼書 (Applicationfor Commercial Letter of 
Credit)に分けて用いられていたが，最近は和文と英文の信用状発行依頼書が一つ
になっているものが多くなっている。
7)同第5条。
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細すぎると，信用状取引の円滑化を阻害することになる。したがって，発行
銀行は発行依頼人に過度な明細を信用状に記入することを求めることを差し
控えるよう努力すぺきであり， 信用状統一規則も， 「混乱と誤解を防止する
ために，銀行は信用状またはその条件変更のなかに過度の明細を入れようと
する試みは差し控えさせるぺきである 8)」と規定している。 また新統一規則
にも同様の規定がなされており叫 さらに以前に発行された信用状に条件変
更が加えられていた場合は以前に発行した信用状（類似信用状）を参照して
信用状の発行，通知または確認の指図をすることを差し控えさせるぺきであ
る10)としている。
また信用状の発行，確認，通知および条件変更にあたって，不完全または
不明確な指図を受けた場合は，当該銀行はなんの責任を負うこともなく，受
益者に対して単なる情報として信用状の予告をすることができる 11)とされて
いるから，発行銀行，確認銀行および通知銀行も注意を要する。しかし新統
ー規則では信用状の発行という文言は削除されているから，この12条の規定
は，明らかに通知銀行および確認銀行に対する取扱いを決めたものであると
いえる。それらの銀行は不完全または不明確な指図を受けた場合には，責任
なしに単なる情報として受益者に予告することができる 12)と規定されてお
り，完全かつ明確な指図を受け取り，その指図に従いうるものであるときの
み信用状の通知，確認などを行えばよいのである。したがって，発行銀行は
遅滞なく必要な情報をこれらの銀行に提供しなければならないのである13)0 
なお発行銀行は発行依頼人の依頼と指図に基づいて，自己の本支店または
8)信用状統一規則第5条。
9)新統一規則第5条 a項(i)。
10)同項 (ii)。なお信用状統一規則第13条にも同趣旨の規定があり， この規定を新
統一規則第5条に採り入れたものと思われる (ICC,Documentary Credits-UCP 
500 and 400 compared, ICC Publication No. 511, 1993, p. 11)。
11)信用状統一規則第14条。
12)新統一規則第12条。
13)同上。
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取引銀行あてに，信用状原本または信用状発行の通知もしくは確認を依頼す
る書類を送付したり，多くの通報を行うが，これらの通報または書類の送達
が不可抗力や送達機関の手違いなどによって遅延または紛失した結果，信
用状取引関係者に損害を与えるようなことがあっても，またすべてのテレコ
ミュニケーション（電信，電報，テレックス，ファックス，スイフト（国際
銀行間通信）など）の送信中に生じる遅延， ミューティレーション（字<
ずれ）もしくはそのほかの誤謬に対しても， 発行銀行等は責任がない14)。
また発行銀行等は通常，信用状に記載されている商品の明細や品質に関する
専門用語，または運送書類や保険書類などに用いられている専門用語につい
て十分な知識をもっていないので，翻訳する必要もなく，そのまま伝達すれ
ばよく，仮りに翻訳や解釈を行ってそれが誤っていたとしても，責任はない
のである 15)。
なお発行銀行が信用状条件に合致した書類と引換えに支払い，引受けまた
は買取りを行った銀行に対し，その補償を自行の本支店または第 3者の銀行
（補償銀行）に請求させることによって補償することを意図した場合には，
発行銀行は，そのような補償請求に応じうるための適切な指図または権限を
適切な時期に補償銀行に与えなければならない16)。また発行銀行は補償を請
求した銀行が補償銀行から補償を受けられないことがあっても，発行銀行は
いかなる補償義務をも免れられない17)。さらに補償銀行によって補償が行わ
れなかった場合は，発行銀行は，支払，引受または買取銀行すなわち補償請
求銀行に対して，金利の損害について責任を負わなければならない18)。なお
新統一規則では補償銀行の費用は発行銀行が負担すぺきものとしている 19)0 
なお国際商業会議所 (InternationalChamber of Commerce ; I CC)で
14)信用状統一規則第1暖と。新統一規則にも同趣旨の規定がある（同第16条）。
15)同上。また新統一規則第1彩たにも同様の規定がなされている。
16)信用状統一規則第21条 a項および新統一規則第19条 a項。
17)同上 b項および同上 c項。
18)同上 c項および同上 d項。
19)新統一規則第19条 e項。
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は， 1983年改訂の信用状統一規則に適合する「標準荷為替信用状関係書式20)』
として，荷為替信用状の標準書式とともに，標準荷為替信用状発行依頼書と
その解説を出版しているので，参考にして頂きたい。また1993年改訂の信用
状統一規則 (PublicationNo. 500)に適合する「新標準荷為替信用状関係書
式』 (TheNew ICC Standard Documentary Credit Forms, Publication 
No. 516)が間もなく出版されることになっているので， それも参考にして
欲しい。
2. 信用状発行にあたっての具体的留意点
発行銀行は，前述の基本的な留意点を念頭において，発行依頼人から提出
された発行依頼書を審査・点検することになる。
従来，発行依頼書には和文と英文があり，和文の発行依頼書は発行銀行が
内部の審査資料として発行依頼人に提出を求めたもので，発行依頼人は所定
の書式に輸入信用状の明細，輸入金融の有無および種類（直跳ね，本邦ロー
ン，アクセプタンスなど）， 輸入貨物の処分方法などを記入する。 また英文
の発行依頼書は信用状の発行・通知を行う手続きのためのものであり，信用
状の基になるものである。したがって，それには信用状の種類（取消不能信
用状か取消可能信用状かなど），信用状関係当事者（通知銀行，発行依頼人，
受益者など），信用状の有効期限の日と場所，積出期限，分割積みと積替え，
運送区間（貨物の積出地点と到着地点），手形関係，船積書類（商業送り状，
保険書類，運送書類，その他の書類），商品の記述，貿易条件，特別条件（呈
示期間など），署名などが記載されている。なお最近は， 和文の発行依頼書
と英文の発行依頼書 (Applicationfor Letter of Credit)が一本化され，
信用状発行依頼書 (Applicationfor Commercial Letter of Credit)とし
て多く使用されている。
20) ICC, "Standard Documentary Credit Forms", Publication No. 416, 1986また
は国際商業会議所著，同日本国内委員会訳「標準荷為替信用状関係書式」 1986年。
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さて発行依頼書の審査にあたっては，発行銀行は通常，次のような点を審
査することになる。
この点については岡田教授が具体的に述べておられる21)し，また東京銀行
から入手した資料および国際商業会議所の資料22)においても，かなり詳しく
紹介しているので，これらを参考にしながらその留意点を述べてみたい。
(1)発行依頼人（通常，輸入者）の信用力にくらべて過大与信になっていな
いこと， したがって信用状金額，輸入金融の金額，信用状の有効期限などが
妥当であること。
(2)輸入者がその輸入品の取扱いに慣れており，その商品の内外市況も堅調
であること。
(3)売先の信用状態や業績も良好で，その業界に問題がないこと。
(4)受益者（通常，輸出者）の信用状態，出荷能力および誠実性に問題がな
いこと。
(5)発行依頼書の記載内容が輸入契約書および国内売買契約書と合致してい
ること。
(6)売買契約の内容が妥当であること。
(7)輸入金融の申込みがある場合，その種類，金額および期間は，商品の種
類，航海日数，販売条件などからみて妥当であること。
(8)発行依頼人の信用力および業態からみて， T/R条件が妥当であること。
(9)輸入承認等を必要とする場合には，輸入承認を得ているか，または得ら
れるものであること。
次に，信用状に記載される発行依頼書の記載内容について具体的に点検し
てみよう。これは従来，英文の発行依頼書に記載されていたもので，信用状
21)岡田弘道著，前掲書， 521~546頁。
22)及川竹夫稿「輸入為替J平成5年， 24~36頁。
国際商業会議所著， 日本国内委員会訳，前掲書， 54~71頁。
吉富啓祐•安田泰ー・柏木孝夫著「輸入取引」外国為替基礎講座 3, 平成 3 年，
113~137頁。
舟木凌・村西淳ー・岡田弘道著『三訂外国為替読本」 1988年， 393~414頁。
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の記載内容となるものであるから，発行銀行は厳密にこれを点検しなければ
ならない。なお発行依頼書の具体的点検内容を述べながら，あわせて信用状
に記載すべき内容についても説明を加え，発行銀行の注意を促したい。
(1) 取消不能信用状か取消可能信用状か
わが国では取消不能信用状 (IrrevocableCredit)が原則となっており，
発行依頼書にも IrrevocableCreditと印刷されている。取消不能信用状と
は発行銀行がいったん発行し，受益者に通知したならば，発行銀行，確認銀
行（もしあれば）および受益者の同意がないかぎり，有効期限内に信用状を
一方的に取り消したりまたは条件の変更ができない信用状をいう 23)。この信
用状では，発行銀行は信用状条件に合致して振り出された手形の振出人，裏
書人および善意の所持人に対して，一覧後支払い，後日支払い，引受けおよ
び買取を行うことを確約している24)。なお，新統一規則では「発行依頼人を
支払人とする手形により使用することができる信用状を発行すべきではな
ぃ25)」としているが，この規定は国においては理解しがたいと思われるので
検討すぺきであろう。
これに対し，取消可能信用状 (RevocableCredit)とは発行依頼人の指図
の有無にかかわらず，発行銀行がいつでも，また受益者への事前の通告なし
に，信用状を取り消したり，または条件を変更することができる信用状をい
ぅ26)。この信用状では発行銀行は為替手形の引受け・支払いを保証せず，と
きには引受け・支払いをも回避できるのである。
なお現行では信用状に取消可能または取消不能のいずれであるかを明示す
ることになっており，そのような明示がない場合は，取消可能のものとみな
される27)。しかし新統一規則では，これとは反対に，そのような明示がない
23) 新統一規則第 9 条 d 項（ i)。信用状統一規則第1~。
24)同上 a項。なお信用状統一規則第10条も同趣旨の規定である。
25)同上 a項(iv)。
26)信用状統一規則第9条。新統一規則第8条 a項。
27)信用状統一規則第7条。
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場合は，信用状は取消不能のものであるとみなされる 28)と規定している。し
たがって発行銀行はもしこのような明示をしなかったら，信用状は取消不能
となり，発行銀行は支払いまたは引受け等の責任をもつことになり，発行銀
行にとってはきびしい改訂であるといえる。またいずれの信用状であって
も，有効期限を明示しなければならない29)が，新統一規則はこれに加えて支
払い，引受けのための書類の呈示場所，または自由買取可能な信用状を除い
て，買取のための書類の呈示場所を定めなければならない30)としている。
(2) 通知銀行
受益者から特に指定があった場合にのみ発行依頼人は記入する。しかし実
際には通知銀行の指定は発行銀行に任せることが多いので，通常，発行銀行
は信用状に選定した通知銀行名を記入する。なお発行銀行が発行依頼人の指
図を実行するために，他行のサービスを利用するときは，当該発行依頼人の
計算と危険によって行うことになっている31)。
(3) 受益者の氏名と住所
フル・ネームとフル・アドレスを記載するとともに誤字・脱字がないよう
に注意する。
(4) 発行依頼人の氏名と住所
受益者と同様，正確な英文名で記入する。発行依頼人は，通常，買主であ
るが，時には買主以外の者が発行依頼人になることもあるので，注意を要する。
(5) 信用状金額
信用状の使用極度金額または手形振出に関する限度額を定めたもので，数
字と文字で記載する。なお信用状金額の前に aboutや approximatelyのよ
うな文言があれば， 10形を超えない過不足を許容していることになる32)0 
28)新統一規則第6条 C項。
29)信用状統一規則第46条 a項。新統一規則第42条 a項。
30)新統一規則第42条 a項。
31) 信用状統一規則第20条 a 項。新統一規則第1賤~ a項。
32)同上第43条 a項。同上第39条 a項。
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(6) 有効期限
確定日を記入し，期間だけの記入は避ける。また支払い，引受けまたは買
取のための書類の呈示場所を記入する。
(7) 指定銀行と信用状の使用方法
指定銀行の名称と所在地を記入するか，または信用状が買取信用状であり，
いずれの銀行による買取をも許容している場合には， ‘‘any bank in（都市
または国）と記入すべきである。指定銀行の記入は信用状そのものにはなさ
れるが，発行依頼書には記入されない。次に使用方法としては信用状が一覧
払い，後日払い，引受けまたは買取のいずれによって使用されるものである
かを明確にすることになっている 33)。なお使用方法も，発行依頼書に記載さ
れているものと記載されていないものとがある。
(8) 積出期限
確定日を記入するが，通常，信用状の有効期限より10~15日ぐらい前にし
ておくことが望ましい。
(9) 分割積出し
分割積出し (PartialShipment ; Instalment Shipment) とは約定品を
数回に分割して，時間的間隔をおいて積み出すことをいい，割積みとも分割
積みともいわれている。
信用状統一規則では，「分割使用および／または分割積出しは， 信用状に
ほかに異なることを定めていないかぎり許容される 34)」と規定し，信用状に
分割積出し不許容 (Partialshipments are not allowed.)の規定がないか
ぎり，分割積出しを認めている。したがって分割積出し許容の場合はもちろ
ん，分割積出しについて何も記載されていない場合も，分割積出しは許容さ
れている。いずれにしても正確を期すため，発行銀行および発行依頼人は分
割積出し許容 (Partialshipments are allowed.）または分割積出し不許容
33)信用状統一規則第11条 a項。新統一規則第10条 a項。なお新統一規則では一覧
払いの代りに一覧後支払い，後日払いの代りに後日支払いという言葉を用いている。
34)同第44条 a項。新統一規則第40条 a項。
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を明記すべきである。
また分割積出しとみなされない特例として，新統一規則第40条b項および
c項では，信用状統一規則第44条b項， C項および d項を全面的に書き直
し， 「文面上， 船積み（積出し）が同一の運送手段によりかつ同一の運送航
程のためになされたことを示しているとみられる＜複数の＞運送書類は，そ
れらが同一の仕向地を示していれば， たとえそれらが異なる船積み（積出
し） 日および／または異なる船積港， 受取地もしくは発送地を示していて
も，分割船積み（積出し）を表すものとはみなされていない」。 また「郵便
またはクーリ工業者によってなされた＜複数の＞積出しは，もし数通の郵便
小包受取書もしくは郵送証明書またはクーリ工業者の受領書もしくは発送書
が信用状に定められた物品が発送されることになっている場所において，か
つ同一の日付によりスタンプ，署名またはその他の方法で認証されたとみら
れる場合には，分割積出しとはみなされない」と規定している。
さらに分割積出しの場合，各積出しは別個の契約とみなされるかどうかに
ついては，現行の信用状取引では，特約のないかぎり，各積出しは別個の契
約とみなされていない35)ことに注意すべきである。
uo) 積換え
信用状統一規則では，「信用状条件によって積換えが禁じられていないか
ぎり，銀行は全運送が同一の書類によってあらわされることを条件として，
物品が積換えられる旨を示している運送書類を受理する36)」と規定してい
る。このように現行では信用状に積換え禁止の規定のないかぎり，積換え許
容の規定がなくても積換えできるのである。
しかし新統一規則では運送書類を 8種類に分類し，そのうち海上船荷証券
(Marine/Ocean B/L)，航空運送書類 (AirTransport Document)およ
び道路，鉄道または内陸水路運送書類 (Road,Rail or Inland Waterway 
Transport Documents)の条項の中でそれぞれ稜換えの定義を行ってい
35)信用状統一規則第45条。新統一規則第41条。
36)信用状統一規則第29条 b項c
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る37)。新統一規則では運送書類の取扱いが複雑であるので， 積換え許容
(Transshipment are allowed.）または積換え禁止 (Transshipmentare 
not allowed.）などの文言を入れておくのがよい。
(1) 運送区間
商品の積出地点（受取地／積込地）と到着地点（陸揚港／最終仕向地）が
記入される。
(12) 手形関係
手形期限については，手形が一覧払い (atsight)で振り出されるか，ま
た期限付 (Usance)で振り出されるか， 後者の場合は通常， ～days after 
sight (d/s)になっているかを確かめる。また手形金額については通常，商
業送り状の金額と同額であるが，商品によっては商業送り状の金額より少な
い額で手形を振り出し，残額を商品到着後，調整することもある。
U3) 要求書類
一般的注意を述べた後，各種の要求書類について述べることにする。
信用状統一規則第4条および新統一規則第4条に明記されているように，
信用状取引は書類取引であるから，信用状条件に合致した書類が呈示された
場合は，支払い，引受けまたは買取が行われることになるから，発行依頼書
および信用状に輸出者の呈示すべき書類が正確に明記されていなければなら
ない。この点，信用状統一規則では，発行依頼人および発行銀行に要求書類
を発行依頼書および信用状に正確に明記することを義務づけている 38)。した
がって発行依頼人および発行銀行は，受益者が入手できない書類を要求した
り，発行者が知ることのできない明細を含む書類を要求してはならないので
ある39)0 
次に信用状に記載されている要求書類， たとえば運送書類 (Transport
37)新統一規則第23条 b項，第27条 b項および第28条 C項。
38)信用状統一規則第22条 a項。新統一規則第5条 b項。
39) ICC, "Standard Documentary Credit Application, Publication No. 416A, 
1986, p. 4.または国際商業会議所著， 同日本国内委員会訳「標準荷為替信用状発
行依頼書」 1987年， 6頁。
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Document) や保険証券 (InsurancePolicy ; 1/P)などの発行者を表示
するために， ‘firstclass", "well known", "qualified", "independent", 
“oficial” およびこれらと同様の曖昧な格付用語を使用してはならず，もし
そのような用語が使用されていても，銀行はその書類の発行者が一流の発行
者であるかどうかを確かめる必要もなく，関係書類が他の信用状条件と文面
上一致しているとみられることを条件として，呈示された通りの書類を受理
する40) ことになっている。また新統一規則においても， ‘‘competent",
"local"の語を加えて現行の規則と同様の規定がなされている41)が， ただ現
行規則では文面上，信用状の他の条件を充足しているとみられることを条件
としているのに対し，新統一規則ではこれに加えて受益者の発行したもので
はないとみられることを条件としている42)。このように信用状取引における
銀行の書類の点検は，統一規則第15条および新統一規則第13条に定められて
いる通り，書類が信用状条件と文面上一致しているかどうかを確めるための
ものであって，書類の発行者に ‘firstclass"のような曖昧な条件を付した
りしないよう，またそのような条件を無視できる43)ことになっており，さら
に新統一規則では受益者が発行したものは認められないことになっている。
さらに貿易手続の簡素化のため，新しい書類作成方法が採られることにな
り，原本 (Original)か写し (Copy)かを見分けることがむつかしくなっ
た。そこで信用状統一規則では，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，
銀行は，①複写機器 (Reprographicsystem)によって，③自動機器また
はコンビュータ機器 (Automatedor Computerized system)によって，
もしくはその結果として，また，⑧カーボン・コビーとして，作成されたか
または作成されたとみられる書類に，原本 (Original)としての表示があれ
ば，それらの書類を原本として受理する。ただし，必要な場合には，書類が
40)信用状統一規則第22条 b項。
41)新統一規則第20条 a項。
42)同上。
43)朝岡良平編著『逐条解説信用状統一規則」昭和60年， 234頁。
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正規なものとして発行されたとみられることを常に条件とする44)と規定し，
複写機器等により作成された書類を受理することになっている。また新統一
規則でも同様の規定45)があるが，ただ現行規則で不明確であった前述の「必
要な場合には，書類が正規のものとして発行されたとみられることを条件と
する」という規定にかえて，「必要な場合には署名がなされることを条件とす
る46)」と規定し，さらに「書類の署名は，手記，ファクシミリ署名 (Facsimile
signature)，せん孔署名 (Perforatedsignature)，スタンプ，シンボルま
たはその他の機械的もしくは電子的認証によっても行うことができる47)」と
規定して，その取扱いを明確化している。この規定によって，信用状に数通
の署名した送り状 (signedinvoice)が要求されている場合， 1通が手で署
名され，他の通数がカーボン・サインになっているカーボン・コビーは受理
されるのか，またすべての通数は手で署名されていなければならないのかと
いう疑問48)も解決されることになろう。 さらに新統一規則では， 信用状に
"duplicate", "two fold", "two copies” などのように数通の書類を要求し
ている場合は，書類自体にほかに異なることが示されている場合を除いて，
1通のオリジナル（原本）と残余のコビーの呈示によって充足される49)と規
定している。なお銀行は信用状にほかに異なる定めのないかぎり， Copyの
表示のある書類も， Originalとしての表示のない書類もコビーとして受理
し， コビーには署名のあることを要しない50)とされている。 また新統一規
則では信用状にほかに異なる定めのないかぎり，書類が， 認証 (authenti-
cated)，立証 (validated)，法的証明 (legalised)，査証 (visaed)，証明
(certified)されることを，またはこれと類似の要件を示すことを要求して
44)信用状統一規則第22条 c項。
45)新統一規則第20条 b項。
46)同上。
47)同上。
48) ICC, "Case Studies on Documentary Credit", 1989, p. 68. 
49)新統一規則第20条 c項(ii)。
50)同上 c項(i)。
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いる信用状の条件は，文面上，これらの条件を満たすとみられる当該書類面
の署名，記号 (mark)，スタンプまたは表示 (label)により充足される 51)と
規定している。
したがって，船荷証券や保険証券はその書類の性質上，署名その他の方法
によって認証(authentication)が必要であり，また原本であることを表示し
ておらねばならない。また商業送り状 (CommercialInvoice)，包装明細書
(Packing List)および検査証明書 (Certificateof Inspection ; Inspection 
Certificate)などについては，原本 (Original)としての表示があり，かつ
必要な場合には署名されることが必要である。しかし実際には，これらの書
類に署名があれば，原本という表示がなくても，銀行はこれらの書類を受理
している。
また運送書類，保険書類および商業送り状以外の書類，たとえば検査証明
書や原産地証明書 (Certificateof Origin)が要求されているときは，発行
銀行は信用状にそのような書類を発行する者およびその文言または記載内容
を明示すべきである 52)。しかし信用状統一規則第 5条では混乱と誤解が生じ
ないように，発行銀行は，信用状またはその条件変更のなかに過度の明細を
入れることを差し控えさすべきであると規定している。また新統一規則にも
同様の規定がある53)0 
なお信用状にそのような書類の発行者およびその文言または記載内容が明
示されていない場合には，発行銀行等はそのような書類を呈示された通りに
受理する 54)ことになっているが，但し書で，そのような書類の記載内容に書
かれている物品等が，呈示された商業送り状に書かれている物品等と，また
は信用状が商業送り状の呈示を定めていない場合には，信用状に書かれてい
る物品等と一致しているか，または文面上相互に矛盾していないことを示し
51)同上 d項。
52)信用状統一規則第23条および新統一規則第21条。
53)新統一規則第5条 a項(i)。
54)信用状統一規則第23条。
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ておらなければならないとしている 55)。 また新統一規則においても， 「信用
状がそれらを定めていない場合には，銀行は，当該書類を呈示された通り受
理する。ただしその書類の記載内容が呈示された他の書類と矛盾しないこと
を条件とする 56)」と規定し，但し書は極めて明解になっている。
① 商業送り状
主要船積書類の一つであるが，必要通数が記入されており，また必要に応
じて信用状番号，売買契約書番号，輸出承認番号，輸入承認番号などが記入
される。商業送り状 (CommercialInvoice)について信用状統一規則では，
信用状にほかに異なる明示のないかぎり，商業送り状は信用状発行依頼人宛
てに作成しなければならないし，信用状金額を超えた金額で作成してはなら
ない。また商業送り状に記載されている物品の名称は信用状に記載されてい
る物品の名称と一致していなければならない57)と規定している。さらに新統
ー規則ではこれらの規定に加えて，信用状に記載された受益者によって発行
されたものでなければならない58)としている。
② 保険書類
保険書類を要求するときは，保険書類の発行者とその署名，保険書類の日
付，保険書類面の通貨，最低付保金額，保険の種別，免責歩合約款などを点
検することになる。これらについては，既に別の機会に述べた59)ので，それ
を参考にして頂きたい。なお信用状統一規則では第35条～40条までに規定さ
れており，また新統一規則では第34条～36条までに規定されでいるが，これに
よると保険書類が2通以上で発行された場合は， その Originals全通が呈
示されなければならないこと60りまた包括予定保険契約に基づき，保険会社
55)同上。なお来住哲二稿「荷為替信用状取扱いにおける留意点(IV)」7頁，注23)
を参照されたい。
56)新統一規則第21条。
57)信用状統一規則第41条。
58)新統一規則第37条。
59)来住哲二稿，前掲論文， 15~17頁。
60)新統一規則第34条 b項。
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等により事前署名された保険承認状 (InsuranceCertificate)または通知書
(Declaration)を銀行は受理する 61)という規定が加えられている。 しかし
後者の規定は，一般的にはわかりにくいのではないだろうか。
③ 運送書類
運送書類については信用状統一規則では， 海上船荷証券（第26条）， 郵便
小包受領書もしくは郵送証明書（第30条）およびそれ以外の運送書類（第25
条）にわけて規定されていたが，新統一規則では 8形態にわけて取扱いが規
定されている。
なお運送書類については海上船荷証券，受取式運送書類，複合運送書類，
甲板積み運送書類，航空貨物運送状および海上貨物運送状についてかなり＜
わしく述べた62)ので，それを参照して頂きたい。
ただ新統一規則では，海上船荷証券（第23条）， 流通性のない海上運送状
（第24条）， 用船契約船荷証券（第25条），複合運送書類 (26条）， 航空運送
書類 (27条），道路，鉄道または内陸水路の運送書類 (28条），クーリ工業者
および郵便小包の受領書 (29条）およびフレイト・フォワーダー発行の運送
書類 (30条）にわけて規定している。ただ海上船荷証券については署名者を
はじめかなり大幅に改訂されているが， 用船契約船荷証券が新設されたこ
と，航空運送書類の扱いに若干注意を払わなければならないこと， FIATA
の規定が削除されたこと，積替えの定義が各運送書類になされたことを除け
ば，実質的にはあまり変わっていないといえるのではなかろうか。これらに
ついては別の機会にくわしく論じてみたい。
なお甲板積み運送書類，無故障運送書類および運賃の未払い／前払いの運
送書類が第31条から第33条に規定されているが，現行の信用状統一規則の規
定とは実質的に異ならない。
④ その他積出書類
売買契約の条件によって，必要とされる書類があるときは，その名称，記
61)同上 d項。
62)来住哲二稿，前掲論文， 7~15頁。
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載内容，発行者および通数などを明示する。なお前述したように商品の記述
等は過度にならないよう注意すべきである。しかし品名，単価，数量は必ず
記入すべきである。
もちろん発行依頼書に署名または記名押印（届出済）のあることを確認す
るとともに，発行銀行も署名のうえ，信用状を発行することになる。
これらの点検ののち，信用状の発行を承諾すると，発行銀行は通知銀行，
指定銀行および決済銀行を選択し，テレトランスミッションや郵便によって
信用状の発行通知を遅滞なく行わなければならない63)。
3. 信用状決済における留意点
信用状は発行依頼人が作成した発行依頼書に基づいて銀行が発行・通知す
るものであるが，発行依頼書は発行依頼人が売買契約書または注文書などに
基づいて作成するから，結局のところ，信用状は売買契約に基づいて作成さ
れ，発行・通知されたものと言えよう。
このように信用状は売買契約に基づくものであるが，いったん信用状が発
行され，受益者に通知されると，信用状と売買契約は別個の取引として扱わ
れ，銀行は売買契約とはなんの関係もなく，またそのような契約によってな
んら拘束されるものではない64)。したがって，支払いを行うこと，手形を引
受けかつ支払いを行うこと，買取を行うこと，および／または信用状に基づ
くその他のすべての義務を履行することについての銀行の確約は，発行依頼
人と発行銀行または発行依頼人と受益者との関係から生じる発行依頼人の権
利または抗弁により影響を受けない65)とされている。また信用状取引は書類
取引であって，その書類がかかわる物品や役務などの取引を行うものではな
63)斉藤武稿「信用状開設遅延を理由とする損害賠償請求」（塩田親文編『外国為替
判例研究』昭和62年） 159~166頁。
64)信用状統一規則第3条。新統一規則第3条。
65)新統一規則第3条。
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い66)から，銀行は輸出者が呈示した為替手形および船積書類が信用状条件に
一致しているかどうかを確めればよいのである。この点に関して，信用状統
ー規則では，「銀行は， 相応の注意をもってすべての書類を点検し， それが
信用状条件と文面上一致しているとみられるかどうかを確かめなければなら
ない67)」と規定し，銀行は呈示された為替手形および船積書類が信用状条件
と文面上一致しているかどうか，また書類間相互に文面上矛盾がないかどう
かを外観上または文言上点検・確認すればよいのである。さらに銀行はそれ
らの書類が売買契約に一致しているか，また法的効力があるかなどを調査す
る義務はない68)のである。
また新統一規則によると，銀行は信用状に記載されていない書類が呈示さ
れても，それを点検する義務も責任もなく，銀行が，もしそのような書類を
受け取った場合には，それらを呈示者へ返却するか，または責任なしに回付
すればよいことになっている69)。なお発行銀行等は書類を点検して，その書
類を引き取るかまたは拒絶するかを決め，その結果を書類を送付してきた当
事者に書類受取日の翌日から計算して 7銀行営業日内に通報すればよいこと
になっている 70)。
次に発行銀行は信用状条件通りの書類と引換えに支払い，引受け等を行っ
た銀行に対して補償と書類引取りの義務がある。すなわち新統一規則では，
「発行銀行が，文面上，信用状条件を充足しているとみられる書類と引換え
に，支払い，後日支払いの債務負担，手形の引受けまたは買取を行うことを
他行に授権した場合は，発行銀行および確認銀行（もしあれば）は次の義務
66)信用状統一規則第4条。新統一規則第4条。
67)信用状統一規則第15条。新統一規則第13条 a項。
68)信用状統一規則第17条では「銀行はすべての書類の形式，十分なこと，正確さ，
真正さ，偽造もしくは法的効力，または書類に明記もしくは付加された一般条件お
よび／もしくは特殊条件について，なんの義務も責任も負わない。……以下略……」
と規定している。新統一規則第15条にも同様の規定がなされている。
69)新統一規則第13条 a項。
70)同上 b項。
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を負う。 (1)支払い，後日支払いの債務負担，手形の引受けまたは買取を行っ
た指定銀行へ補償すること，（2）書類を引取ることm」と規定している。 また
信用状統一規則第16条 a項にも同様の規定がある。
また発行銀行は，自行が発行した信用状に基づいて書類が呈示されたとき
は相応の注意をもって書類を点検し，それらの書類が文面上，信用状条件を
充足しているかどうかは書類のみに基づいて決定しなければならない72)。前
述したように，信用状は書類取引であって，商品の品質不良や数量不足，価
格の低落または発行人の支払能力などを理由に書類の引取を拒絶することは
できないのである。文面上，書類が信用状条件を充足していない（ディスク
レ）ときにのみ当該銀行は拒絶できる73)のである。 もし発行銀行が， 文面
上，書類が信用状条件を充足していないとみられると決めた場合には，その
ディスクレを許容するかどうかについて，自行独自の判断で発行依頼人に照
会することができる74)。また発行銀行が書類の拒絶を決めた場合には，遅滞
なくテレコミュニケーションにより，またそれが不可能な場合には他の迅速
な方法によって書類受取日につづく 7銀行営業日の終了時までに通告しなけ
ればならない75)。この通告にはディスクレの個所を明示し，当該書類を保管
中か，返送中かのいずれであるかを明示しなければならない76)。その場合，
発行銀行が書類送付銀行に対して行った補償があれば，金利を加えて補償の
返還を書類送付銀行に請求することができる77)。また発行銀行は本条の規定
に従って行為をすることを怠ったり，書類の保管，返送を怠った場合は書類
が信用状条件を充足していないことを主張できない78)0 
71)新統一規則第14条 a項。
72)信用状統一規則第16条 b項。新統一規則第14条 b項。
73)新統一規則第14条 b項。
74)同上 c項。
75)同上 d項(i)。
76)同上 d項(ii)。
77)同上 d項(ii)。
78)同上 e項。
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なお信用状統一規則および新統一規則では発行銀行の補償取り決めや補償
銀行に対する適切な指図，発行銀行の補償義務，金利および補償銀行の費用
負担などが規定されている79)。
以上，発行銀行の立場から荷為替信用状取扱いにおける留意点を述べた。
信用状が信用状発行依頼書に基づいて発行されるので，発行依頼書の記載内
容を通して述べた関係上，買主からの立場から述べた内容と重複している点
は否めないが， 1983年信用状統一規則と対比しながら1994年 1月1日から発
効される新統一規則に重点を置いてこの問題を論じたので，かなり参考にな
るのではないかと思っている。なお米国統一商法典 (UniformCommercial 
Code; UCC)に掲げられている発行銀行の義務等については触れなかった
が，この点については別の機会に論じてみたい。
(1993年10月12日）
79)信用状統一規則第21条および新統一規則第19条。
